












































　前世紀 90 年代の日本のバブル崩壊後、日本経済はずっと低成長を続けてきた。2000 年
の日本の GDP は４万 6674 億米ドル（以下同）であり、世界の GDP の 14.6％を占めてい
た。2008 年の日本の GDP は４万 9098 億ドルに上昇したが、世界の GDP 総量に占める比
率は 8.1％まで下がった。この期間中、日本の GDP の年平均成長率は 1.4％で、世界の年
平均成長率 3.0％をはるかに下回ったのである。
　この時期において、中国の経済規模は急拡大してきた。中国の GDP は 2000 年の１万
1985 億ドルから、2008 年の４万 3262 億ドルまで上昇し、世界の GDP 総量における割合も、
2000 年の 3.8％から、2003 年の 7.1％まで伸びた。中国の GDP の年平均成長率は 9.9％となっ
たのである。
　しかし、誤解してはいけないのは、中国の経済規模が急激に拡大したとしても、人口が
多いため、１人当たりの GDP から見れば、中国はまだ発展途上国である。2008 年の日本






１　中国国家統計局の発表によれば、中国の 2010 年の前半の GDP は 172839.8 億元（約 2.53 億米ド
ル）である。そのうち、第１四半期は 81622.3 万億元（約 1.19 万億ドル）であり、第２四半期は約 1.34
















た。日本の官庁統計２によれば、2000 年現在、中日貿易総額は 857.3 億ドルであったが、
2002 年には 1000 億ドルに達し、2006 年には 2000 億ドルを突破した。さらに 2008 年には





易額（857.3 億ドル）は日本の対外貿易総額 8618 億ドルの 9.95％を占めていた。しかし、




対米貿易額は 2153.4 億ドルであり、それが日本の対外貿易総額の 25％を占めていた。そ
の後、日本の対外貿易総額は絶えず上昇し、1.8 倍増加したにもかかわらず、対米貿易総
額は依然として 2600 億ドルあたりを徘徊し、対外貿易総額における比率が減少を続けて









としての地位は下がっている。中国商務部の統計３によれば、2000 ～ 2008 年において、中
国の対日貿易の年平均拡大速度が対外貿易全体における年平均成長レベルより低かったた
３　中国商務部のホームページ：http://www.mofcom.gov.cn
図－１：2000 ～ 2008 年における日本の対中、対米貿易額の統計








2000 年に、中国の対外貿易総額は 4743 億ドルであり、そのうち、対日貿易額が 831.6 億ド
ルで、総額の 17.5％を占める。2008 年には中国対外貿易総額が２万 5616.3 億ドルであり、
2000 年の 5.4 倍となったが、そのうち、対日貿易額は 831.6 億ドルであり、総額に占める比
率は 10.4％までに下がっている。しかし、同時期において、中国の対外貿易におけるアメリ



















額の 1240.35 億ドルの 24.4％を占める）、一般機械（233.17％億ドル、同比 18.8％を占め
表－１：2000 ～ 2008 年における中日実際貿易額（原産地統計）
 （億米ドル）
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
中日貿易総額 968.13 1009.02 1151.58 1493.41 1885.54 2095.57 2342.33 2615.95 2929.88
対 日 輸 入 額 415.10 427.97 534.66 741.48 943.27 1004.52 1157.17 1339.51 1506.51
対 日 輸 出 額 553.03 581.05 616.92 751.93 942.27 1091.05 1185.16 1276.44 1423.37
貿 易 収 支 137.94 153.08 82.26 10.45 － 1.00 86.53 27.99 － 63.07 － 83.14
（中国の商務部、日本の財務省の統計データに基づいて作成。）
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る）、化学工業製品（152.75 億ドル、同比 12.3％を占める）、金属（123.64 億ドル、同比率
10.0％を占める）、運送機械（54.64 億ドル、同比率 54.64％を占める）で、そのうち、電
気機械、一般機械、運送機械を含めた機械機器類商品が輸出総額の 52.2％を占めている。
これらの商品は相変わらず日本の対中輸出の主力となり、その割合は 2000 年の 52.4％に
比べてもあまり変化がない。一方中国から輸入した上位５品目の商品は、それぞれ一般
機械（241.29 億ドル、輸入総額 1423.37 億ドルの 17.0％を占める）、電気機械（241.23 億ド
ル、同比 16.9％を占める）、繊維製品（220.42 億ドル、同比 15.5％を占める）、化学工業製
品（82.60 億ドル、同比 5.8％を占める）と食品（69.65 億ドル、同比 4.8％を占める）である。
中国から輸入した商品の中で、機械機器類商品の輸入は顕著に拡大しており、2000 年の



























　中国は WTO に加盟してから間もなく、ASEAN 加盟国との多国間貿易交渉に取り組
んだ。2001 年 11 月に、中国と ASEAN 加盟国が FTA を締結することで共通認識に達
し、2002 年 11 月に、関税撤廃を含む包括的経済協力枠組み協定が締結され、10 年以内に
FTA を実現する総体目標が確定した。そして、2004 年１月１日に「先取り計画」がスター
トし、中国と ASEAN 加盟国との間で約 600 品目の農産物のゼロ関税を実施した。2005
年７月 20 日には、「中国－ASEAN 全面的経済協力枠組協定の貨物貿易協定」が正式に実
施された。2007 年１月には、双方が自由貿易区の「サービス貿易協定」に調印し、同７
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得ている。しかし、日本政府の態度は相対的に消極的である５。この点については、日本

















貿易協定』の正式実施に鑑み、中国と ASEAN 加盟国の FTA が全面かつ実質的運行の段階に入り、
二国間貿易が猛スピードで増大された。また、二国間の投資とサービス貿易の交渉も順調に展開さ
れた。日本も ASEAN 加盟国との FTA 交渉を加速した。しかし、中日交渉の行き詰まりを打開す

























に APEC の加盟国である。APEC の自由貿易化計画によれば、2020 年までに自由貿易地




いない。もし中日両国の FTA が明らかに遅滞する場合、あるいは FTA 交渉の行き詰ま
りを打開し難い場合、この地域の自由貿易化のプロセスに影響をおよぼすに違いない。
　日本の鳩山内閣が登場した後、「東アジア共同体」が積極的に提唱されている。この「東
アジア共同体」推進の基礎となるのは、東アジア経済一体化および自由貿易地域の構築で
ある。そしてこの過程において、中日両国間の FTA 交渉は当然重要な一環である。した
がって、現段階で、中日両国が政治的手段を通じて FTA 交渉の行き詰まりを早急に打開
することは、東アジアの経済一体化と自由貿易地域の形成にとって急務であり、そしてそ
れが「東アジア共同体」を積極的に促進する最も現実的な体現となるであろう。
 （孟達来訳）
